


2001 年度（1ドル＝ 125.13 円）2000 年度（1ドル＝ 110.52 円）99 年度（1ドル＝ 111.54 円）

金　額件　数金　額件　数金　額件　数 伸び率構成比伸び率構成比伸び率構成比
△ 43.829.55,139445310.032.39,141654△ 64.710.42,230622米 国
△ 35.42.339410△ 59.72.26102011,090.17.01,51112カ ナ ダ
△ 43.331.85,532455160.734.59,751674△ 40.817.43,741634北 米
1,303.837.86,57584△ 88.91.746897322.619.64,225104オ ラ ン ダ
130.06.71,16469△ 37.21.8506106178.53.780665英 国
302.81.832181,098.20.3804△ 94.80.077ベ ル ギ ー
228.80.61092321.50.13313△ 42.30.1276ルクセンブルク
△ 60.00.610754△ 96.00.9268594,997.731.16,68649フ ラ ン ス
△ 96.10.69844504.88.92,5307159.71.941882ド イ ツ
20,133.80.46416△ 97.10.004△ 68.00.11116イ タ リ ア
△ 72.00.3551692.70.719615837.20.51029アイルランド
99.949.08,530343△ 65.415.14,267405505.857.312,327364E U

△ 89.11.221424470.87.01,9662553.21.634452ス イ ス
40.550.38,761372△ 50.82206,234441436.758.912,675423欧 州
181.31.424748△ 86.70.388541,050.73.166027シンガポール
△ 31.40.91502984.90.821934169.50.611942台 湾
51.30.22725△ 83.70.11813194.00.510834香 港

△ 49.90.12431△ 50.10.24859498.60.49549韓 国
20.42.6448133△ 62.11.3372160537.74.6982152アジア NIES
594.80.012△ 24.30.004665.20.001タ イ
△ 27.60.0021,582.00.003△ 88.50.001マ レ ー シ ア
△ 55.80.002101.80.001△ 98.70.001フ ィ リ ピ ン
――――――――△   1.60.001インドネシア
93.10.016122.60.018△ 91.70.004A S E A N 4

△ 31.10.032279.00.053428.40.0336中 国
19.92.6453161△ 61.71.3378202516.84.6985192東 ア ジ ア
19.92.6453164△ 61.71.3378208499.54.6986208ア ジ ア

△ 68.92.1371193△ 47.14.21,1961301,229.910.52,257101ケイマン諸島（英）
71.90.610724△ 70.20.262251,944.31.020933英領バージン諸島

△ 65.93.0518234△ 41.45.41,520174868.312.12,595154中 南 米
△ 35.80.02638.90.0311104.30.0219中 東
909.50.2283△ 15.80.0344,124.00.033ア フ リ カ
△ 95.40.03122.20.2621510,841.70.36115大 洋 州
△ 79.612.12,108251613.436.510,3263157.26.71,448249日 本
△ 38.4100.017,4051,49731.5100.028,2761,842105.5100.021,5101,705合 計

（単位：件、100 万ドル、％）

〔注〕 ① 96 年度より公表値が円建てのため、日銀インターバンク・期中平均レートを用いてドル換算している。
 ②構成比は、各国・地域ともに合計に対する構成比を示す。③「日本」とは、在日外資系企業によるもの。
 ④比率について、一部端数調整のため数値が合わないことがある。⑤伸び率は前年度比。
 ⑥金額の「0」は単位未満、件数、金額ともに「―」は実績なしを示す。

資料：『ジエトロ貿易投資白書』2002 年版

表１　国・地域別対日直接投資実績（報告・届け出ベース）



資料：「始動する中国企業の対外投資」ジエトロセンサー　2003/7

表３　海外における最近の中国企業の主要M&A事例（予定を含む）

買収（予定）額M&Aされた（予定の）外国企業M&Aした中国企業年　月

700 万ドルイタリア冷蔵庫工場ハイアール集団2001 年 6 月

280 万ドル米国UAI（Universal Automotive Inc,.）万向集団（米国）8月

*米国企業8月

*フィリップス集団CDMA移動通信部華立集団10 月

*PFSY（Systemcontrol 技術公司）／ PACT華立集団10 月

900 万ドル日本アキヤマ印刷機製造（米国Morning Star 社との共同出資）上海電気集団11 月

2 億 2,000 万ドルアラビア海天然ガス／チュニジア油田資産中国石化集団公司2002 年 1 月

5 億 9,000 万ドルスペイン企業所有のインドネシア５油田一部権益中国海洋石油総公司1月

2億 2,000 万ドルインドネシアDevonEnergy グループ中国石油天然ガス（有）4月

1,400 万ドル米国GLENOIT 社紡織部門所有の米国およびカナダ工場上海海欣集団（有）6月

10 億ドルBP所有のインドネシアTangguh ガス田の株権中国海洋石油総公司7月

*
オーストラリア西北大陸棚天然ガスプロジェクト・アップストリー
ム生産および埋蔵量権益

中国海洋石油総公司8月

3億 8,000 万ドル韓国Hydis の TFT-LCD業務京東方科技集団9月

820 万ユーロシュナイダー（ドイツ）TCL9 月

5,970 万ドル韓国GE大宇自動車科技公司 10％株式上海汽車工業集団10 月

8,000 万ドルAsia Global Crossing Ltd.亜洲網通（アジアネットコム）11 月

3 億円日本の製鉄工場江蘇飛達工具集団2003 年 2 月頃

*インドネシアの中堅銀行買収工作進行中中国工商銀行2月

6億 2,000 万ドルカザフスタン北里海プロジェクト 12 分の 1の権益中国石化集団公司3月

深　明達自動車 



資料：「中国企業のグローバル化と対日進出」松野豊「知的資産創造」2003/6

表５　３地域における中国企業の海外投資プロジェクト

投資額（万ドル）海外投資プロジェクト企業名業種地域

20,000香港建設株式会社の 2株を 25％買収上海建工集団建築工事

上海市

9,600メキシコに独資の有限会社を設立華源集団
紡績・繊維

1,300中南米に紡績・アパレル工場を設立上海紡績控股集団

―アフリカで工場を設立医薬集団薬品

―
国内の設備を利用し、1993 年に南アフリカに工場を設立 
その後、米国シリコンバレーに研究開発センターを設立

上海広電集団

電気製品 ―上海産権取引所を通じ、積極的に日本企業の買収を計画儀電集団

―米国などに研究開発施設を設立電気集団

―ドイツなどで設計、研究、開発を行う専門機関を設立
上海汽車集団自動車

6,000GM大宇自動車の株を 10％買収

3,000オーストラリアの鉄鉱の所有権を 46％買収上海宝鋼集団鉄鋼

900日本の秋山印刷機械を買収上海斯邁克有限公司機械

―南アフリカ、南アジアなどに製造拠点を設立小天鷂集団家電江蘇省

300シリコンバレーに研究開発センターを設立浙江華立集団家電

浙江省 7,000米国を含む 16 の国に販売会社を設立
浙江飛躍集団機械

―ミャンマー、メキシコなどに加工工場を設立
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図１　３地域における中国企業の海外投資対象国の意向 
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注）ASEAN：東南アジア諸国連合、NIES：新興工業経済群 
資料：「中国企業のグローバル化と対日進出」松野豊 
　　　「知的資産創造」2003/6
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資料：「中国企業のグローバル化と対日進出」松野豊「知的資産創造」2003/6

表６　中国企業の海外投資に対する考え方

投資の意図主な投資形態海外投資の人気地域

・香港の会社を通して、国内の関連会社の株をコントロールし、名義上の三資企業
（合弁企業、合作企業、100％外資企業）を形成する。そのことで、税などの政策
上の優遇、融資の利便性、資本輸出の利便性を図り、税負担も軽くする

投資型会社、 
販売型会社

香港

・現地市場を開拓するための準備
・先進的な技術と人材をひきつける

販売型会社、 
研究開発センター

北アメリカ

・現地の安い労働力と市場の潜在力生産基地
ベトナムなどの東南 
アジアの発展途上国

・現地の労働力と市場の潜在力。また、ここを足場とし、先進国の市場に入る生産基地南アフリカ

・市場の潜在力とロシア政府の誘致生産基地ロシア

・現地市場の開拓の基礎作り
・日本の持つグローバル販売ネットワークを重視
・日本の技術、研究開発力を重視

販売型会社、 
研究開発センター

日本



図２　対日投資に関する重要な要因（プラス要素とマイナス要素） 

資料：「中国企業のグローバル化と対日進出」松野豊「知的資産創造」2003/6
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